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令和４年第５回伊賀市議会（定例会）提出議案概要 

                       （予算・決算議案を除く。） 

９月１日提出分 

議案 

番号 
件名 理由及び内容等 担当部署 

90 伊賀市情報通信技術を活用

した行政の推進に関する条

例の制定について 

【制定理由】行政手続等の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、も

って市民生活の向上に寄与するため、条例等で書面等によることとされている手続等

について、情報通信技術を利用する方法により行うことができるようにするため。 

【制定内容】電子情報処理組織による申請や処分の通知、電磁的記録による縦覧や作成

のほか、情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表などについて規定す

る。 

【施行期日】令和４年10月３日 

デジタル自治推進局 

91 伊賀市産業振興条例の制定

について 

【制定理由】市の地域経済を支える産業振興についての基本理念などを定め、地域の特

性に応じた産業振興を効果的かつ計画的に推進するため。 

【制定内容】産業振興に係る基本理念及び基本方針、市の責務、事業者や関係団体、市

民等の役割並びに意見交換の場の設置などについて規定する。 

【施行期日】公布の日 

商工労働課 

92 伊賀市職員の育児休業等に

関する条例の一部改正につ

いて 

【改正理由及び改正内容】 

国家公務員に係る妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のための措置として、育児休

業の取得回数制限の緩和や非常勤職員等に係る育児休業等の取得の柔軟化、要件の緩

和などが行われることとなり、国家公務員との権衡を図る観点から、市の職員につい

ても同様の措置を講ずるため、条例で定めることとなる非常勤職員等の育児休業等の

取得の柔軟化、要件の緩和などについて所要の改正を行う。 

【施行期日】令和４年10月１日 

人事課 

93 伊賀市短時間勤務会計年度

任用職員の報酬、期末手当

及び費用弁償に関する条例

の一部改正について 

【改正理由及び改正内容】地方公務員等共済組合法の改正により、令和４年10月1日か

ら被用者保険の適用要件を満たす非常勤職員が共済組合の福祉事業の対象となること

から、短時間勤務会計年度任用職員について、福祉事業に係る給与天引きができるよ

う改正する。 

【施行期日】令和４年10月１日 

人事課 
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94 伊賀市財政事情の作成及び

公表に関する条例の一部改

正について 

【改正理由及び改正内容】公表する内容の確認に要する期間を確保するため、公表の時

期に１か月の余裕を持たせるほか、ホームページへの掲載など公表の方法を拡充でき

るよう改正する。 

【施行期日】公布の日 

財政課 

95 伊賀市印鑑条例の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】伊賀市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例に

基づき印鑑登録証明書の交付申請が電子で行われる場合の規定を整備するほか、所要

の改正を行う。 

【施行期日】令和４年10月３日 

住民課 

96 伊賀市立上野総合市民病院

の診療報酬額の基準及び使

用料、手数料等に関する条

例の一部改正について 

【改正理由及び改正内容】令和４年４月の診療報酬改定において、紹介状なしで受診し

た場合などに徴収することとされている選定療養費の下限額が改定されたため、当該

下限額に合わせて設定している上野総合市民病院の選定療養費の額を改める。 

【施行期日】令和４年10月１日 

医療事務課 

97 伊賀市立学校設置条例の一

部改正について 

【改正理由及び改正内容】伊賀市校区再編計画に基づき事業を進めている上野南部地区

において、令和５年４月から依那古小学校、神戸小学校、及び比自岐小学校の３校を

統合し、新たに上野南小学校を開校するため、小学校の名称及び位置を改める。 

【施行期日】令和５年４月１日 

教育総務課 

98 事業契約の締結について 【提案理由】伊賀市新斎苑整備運営事業に係る事業契約を締結することについて、民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第 12 条の規定により、

議会の議決を求めるため。 

契約の相手方：伊賀市上野茅町2706番地 

株式会社伊賀芙蓉 代表取締役 志賀 俊介 

契 約 金 額：2,563,181,514円 

生活環境課 

99 事業契約の締結について 【提案理由】忍者体験施設整備、旧上野市庁舎改修及び運営事業に係る事業契約を締結

することについて、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

第12条の規定により、議会の議決を求めるため。 

契約の相手方：伊賀市緑ケ丘南町2332番地 

株式会社伊賀市にぎわいパートナーズ 代表取締役 吉綱 利明 

契 約 金 額：6,418,988,400円 

中心市街地推進課 



3/3 

 

100 伊賀市過疎地域持続的発展

計画の変更について 

【提案理由】伊賀市過疎地域持続的発展計画を変更することについて、過疎地域の持続

的発展の支援に関する特別措置法第８条第10項で準用する同条第１項の規定により、

議会の議決を求めるため。 

総合政策課 

 


